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(趣旨) 

第１条 この要領は、木城町定住促進町有地分譲実施要綱（平成３０年木城町要

綱第１５号。以下「要綱」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるもの

とする。 

(分譲地の詳細) 

第２条 要綱第３条に基づき町長が定める分譲地の呼称、区分、所在、面積、価

格等は、別表のとおりとする。 

 (募集の時期) 

第３条 要綱第４条に規定する分譲地購入申込みの募集開始及び募集締切りの

時期は、分譲地ごとに別に定める。 

 (自家住宅の基準) 

第４条 要綱第５条第１号で規定する自家住宅（附属建物を含む。）の基準は、

次のとおりとする。 

⑴  住宅の用に供する部分の面積が７０平方メートル以上であること。 

⑵ 併用住宅の場合、住宅の用に供する部分の面積が全体面積の２分の１以上

であること。 

⑶ 建物階数は２階以下であること。 

⑷ 構造は、木造、鉄骨造又は鉄筋コンクリート造とし、耐震性を有すること。 

⑸ 建築基準法その他関連法規に適合した建物であること。 

⑹ 構造、外観、建物配置等について周辺住民に不快を与えたり、周囲の景観

に著しくそぐわない建物ではないこと。 

⑺ 騒音、空気汚染、水質汚染、土壌汚染等の発生がないこと。 

(申請) 

第５条 要綱第６条第１項の規定による申請は、木城町定住促進分譲地分譲申請

書（別記様式第１号。以下「申請書」という。）に住民票謄本、定住誓約書(別

記様式第２号）、現年度及び過年度の町税等納税証明書、自家住宅建築資金を

証する書類各１通を添えて行う。 

 (審査) 

第６条 要綱第６条第２項の規定による審査結果は、木城町定住促進分譲地応募

資格審査通知書（別記様式第３号）により行う。 

２ 町長は、要綱第６条第３項の規定により審査結果を取り消した場合、直ちに

木城町定住促進分譲地応募資格審査結果取消通知書（別記様式第４号）を、応

募者に交付しなければならない。 



 (分譲選考会) 

第７条 要綱第７条第１項の規定による選考会開催通知は、木城町定住促進分譲

地分譲選考会開催通知書（別記様式第５号）により行う。 

 (分譲決定通知) 

第８条 要綱第７条第６項の規定による分譲決定通知は、木城町定住促進分譲地

分譲決定通知書（別記様式第６号。以下｢決定通知書」という。）により行う。 

２ 前項の規定は、要綱第７条第７項の規定による決定通知の方法について準用

する。 

 (譲渡契約) 

第９条 要綱第８条第１項の規定による売買契約の締結は、前条第１項の規定及

び第２項の規定で準用する決定通知書の発送の日から２０日以内に、木城町定

住促進分譲地売買契約書（別記様式第７号）により行う。 

 (土地代金相当額等) 

第１０条 要綱第８条第１項の規定による土地代金相当額及び売買代金は、時価

相当額、固定資産評価相当額及び課税標準額等を参酌し決定する。 

(計画変更) 

第１１条 要綱第９条第１項の規定による届出は、木城町定住促進分譲地計画変

更届（別記様式第８号）により行う。 

 (工事着工) 

第１２条 要綱第９条第２項の規定による届出は、木城町定住促進分譲地自家住

宅建築工事着手届（別記様式第９号）に住宅工事請負契約書の写し及び住宅設

計図面の写し各１通を添えて行う。 

 (違反行為) 

第１３条 要綱第９条第３項第５号の規定に定める事項は、第５条の規定による

申請書の申請の目的欄及び分譲地の用途欄に記載した事項をいう。 

 (違反行為の特例) 

第１４条 要綱第９条第３項ただし書に規定するやむを得ない事情は、次に定め

るところによる。 

⑴ 定住希望者に事故等が発生した場合において、当該定住希望者により自家

住宅を建築することが困難であると認められ、当該定住希望者を除く同居予

定者に自家住宅を建築させるため、取得分譲地を売買又は贈与すること。 

⑵ 同居予定者に事故等が発生した場合において、当該同居予定者又は当該同

居予定者以外の同居予定者により自家住宅を建築することが困難であると

認められ、同居予定者が居住する住宅を、当該同居予定者の関係相続人が建

築するため、関係相続人に取得分譲地を売買又は贈与すること。 

(契約解除) 



第１５条 要綱第９条第４項の規定による承認及び契約の解除の申請は、木城町

定住促進分譲地売買契約解除申請書（別記様式第１０号。以下｢契約解除申請

書｣という。）により行う。 

 (工事遅延) 

第１６条 要綱第９条第５項の規定による承認は、木城町定住促進分譲地自家住

宅建築工事遅延届（別記様式第１１号)により行う。 

 (違反行為通知) 

第１７条 要綱第９条第８項の規定による通知は、木城町定住促進分譲地違反行

為確認通知書（別記様式第１２号）により行う。 

 (工事完成) 

第１８条 要綱第１０条第１項の規定による届出は、木城町定住促進分譲地自家

住宅建築工事完成届（別記様式第１３号）により行う。 

 (義務違反の特例) 

第１９条 要綱第１０条第３項で準用する要綱第９条第３項ただし書に規定す

るやむを得ない事情は、次に定めるところによる。 

⑴ 自家住宅の同居予定者として居住していたものが亡くなり、関係相続人又

は関係相続人の親族において引き続き居住することが困難なため、他の定住

希望者に当該自家住宅（取得分譲地を当該自家住宅と一体的に処分する場合

を含む。以下同じ。）を貸与、売買又は贈与すること。 

⑵ 自家住宅の同居予定者の数に変更があり、当該自家住宅の一部改築を必要

とし、増減築すること。 

⑶ 新規開業及び廃業により自家住宅について用途を変更又は増減築するこ

と。 

⑷ 併用住宅において、居住に要する部分を除き、他者に貸与すること。 

(費用負担) 

第２０条 分譲地の応募、譲渡及び契約の解除の手続きに必要な費用は、全て定

住希望者の負担とする。 

(分譲の特例) 

第２１条 応募締切後に未応募分譲地となった分譲地のうち、相当期間新たな応

募がない場合で、区画の変更をすることで新たな希望者がある場合は、区画の

分筆又は合筆をおこない分譲することができる。 

(委任) 

第２２条 この要領の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

この要領は、平成３０年８月２２日から施行する。 
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